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第 ４  愛 媛 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 
 

１ 概  要 

 

 (1) 事業の実施状況 

   ア 工業用水道事業 

     工業用水道事業会計に属する施設は、松山・松前地区、今治地区及び西条地区の３工業用水道である。 

当年度における給水状況は次表のとおりで、年間契約給水量 84,475,690㎥に対し、実績給水量は 62,922,054㎥（給水率

74.49％）となっている。 

なお、平成31年3月31日現在の１日当たりの契約給水量は、西条地区工業用水道が前年度比 1,220㎥増の 70,070㎥となってい

る。 

今治地区工業用水道の給水率は 39.25％となっており、前年度（39.71％）より 0.46ポイント減少している。 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

契　約　率 実績給水量 給  水  率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝（Ｂ)／(Ａ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ)＝(Ｅ)／(Ｄ)

ｍ
3
/日 ｍ

3
/日 ％ ｍ

3
ｍ

3 ％
106,000 106,000 100.00 38,690,000 34,313,230 88.69

今 治 地 区 工 業 用 水 道 55,800 55,800 100.00 20,367,000 7,994,188 39.25

西 条 地 区 工 業 用 水 道 87,420 70,070 80.15 25,418,690 20,614,636 81.10

計 　　       ① 249,220 231,870 93.04 84,475,690 62,922,054 74.49

平 成 29 年 度 実 績 ② 249,220 230,650 92.55 84,047,450 63,985,471 76.13

 増　    減(△）     ①-② 0 1,220 0.49 428,240 △ 1,063,417 －

％ ％ ％ ％

①/②

契約給水量
（年間）

契約給水量
(１日当たり)

－100.51 98.34－100.53

区        分

松 山 ・ 松 前 地 区 工 業 用 水 道

平 成 29 年 度 に 対 す る 比 率
100.00

計画給水量
（１日当たり）
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   イ 附帯事業（土地造成事業） 

     造成土地は、壬生川地区において昭和48年度に造成工事を完了したもので、旧干拓地の一部は、平成13年度及び平成19年度に中

小企業向け工業団地（171,267.85㎡）として基盤整備している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (A)-(B)

㎡ ㎡ ㎡

740,464.50 740,464.50 0.00

旧 干 拓 地

中小企業向け
工業団地

(追加整備分)

備　　考
残処分地

４ 号 埋 立 地

区　　　分
造成面積 処分面積

合　　　計

大 規 模
分譲用地

中小企業向け
工業団地

77,851.48 77,851.48 0.00

727,082.36 727,082.36 0.00

898,350.21 898,350.21 0.00

1,638,814.71 1,638,814.71 0.00

93,416.37 93,416.37 0.00
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(2) 経営状況 

経営状況（消費税等を含まない額）は、営業収益に営業外収益と附帯事業収益を加えた総収益が 1,583,334,784円、営業費用に営業

外費用、附帯事業費用を加えた総費用が 932,903,509円で、差引き 650,431,275円の純利益を生じており、総収支比率（総収益÷総費

用×100）は 169.72％となっている。 

   前年度と比較すると、純利益は 97,566,999円（17.65％）増加し、総収支比率は 14.03ポイント上昇している。 

   また、累積欠損金は 10,509,386,420円となっており、前年度より 650,431,275円減少している。 

 

２ 予算及び決算の状況（決算報告書） 

  予算額に対する決算額及びその内容は、次のとおりである。  
 (1) 収益的収入及び支出 

   収  入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業用水道事業収益決算額は 1,700,128,744円で、予算額に比べて 154,596,256円の減収となっており、執行率は 91.66％となって

いる。 

営業収益の主なものは給水収益 1,518,852,350円である。 

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減 ( △ )

円 円 円

1,854,725,000 1,700,128,744 △ 154,596,256

営 業 収 益 1,742,206,000 1,554,192,401 △ 188,013,599

営 業 外 収 益 83,395,000 116,919,391 33,524,391

附 帯 事 業 収 益 29,016,000 29,016,952 952

特 別 利 益 108,000 0 △ 108,000

区　　　　　分

工 業 用 水 道 事 業 収 益

予　算　額 (Ａ) 決　算　額 (Ｂ)

％

91.66

89.21

140.20

0.00

備　　考

100.00

執行率
(Ｂ)／(Ａ)
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支  出 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

工業用水道事業費決算額は 1,019,303,628円で、180,039,372円の不用額を生じており、執行率は 84.99％となっている。 

営業費用の主なものは、減価償却費 432,985,977円、給与費 209,193,338円である。 

営業費用の不用額の主なものは、給与費、修繕費、減価償却費である。 

   

 (2) 資本的収入及び支出 

   収  入 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本的収入決算額は 183,885,847円で、予算額に比べて 164,541,153円の減収となっており、執行率は 52.78％となっている。  

円 円 円 円

1,199,343,000 1,019,303,628 0 180,039,372

営 業 費 用 1,027,339,000 850,851,839 0 176,487,161

営 業 外 費 用 160,482,000 160,430,889 0 51,111

附 帯 事 業 費 用 8,022,000 8,020,900 0 1,100

特 別 損 失 1,000,000 0 0 1,000,000

予 備 費 2,500,000 0 0 2,500,000

0.00

0.00

99.99

％

84.99

82.82

99.97

区　　分

工 業 用 水 道 事 業 費

不用額翌年度繰越額予算額 (A) 備　　考決算額 (B)
執行率

(Ｂ)／(Ａ)

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減 ( △ )

円 円 円

3 4 8 , 4 2 7 , 0 0 0 1 8 3 , 8 8 5 , 8 4 7 △  1 6 4 , 5 4 1 , 1 5 3

他 会 計 か ら の 借 入 金 2 5 7 , 6 1 8 , 0 0 0 1 7 9 , 4 9 8 , 0 0 0 △  7 8 , 1 2 0 , 0 0 0

工 事 負 担 金 1 , 5 5 4 , 0 0 0 1 , 5 5 4 , 3 9 3 3 9 3

受 託 収 入 4 , 5 4 5 , 0 0 0 2 , 8 3 3 , 4 5 4 △  1 , 7 1 1 , 5 4 6

附 帯 事 業 収 入 1 , 0 0 0 0 △  1 , 0 0 0

固 定 資 産 売 却 代 金 5 4 , 0 0 0 0 △  5 4 , 0 0 0

雑 入 5 4 , 0 0 0 0 △  5 4 , 0 0 0

国 庫 補 助 金 8 4 , 6 0 1 , 0 0 0 0 △  8 4 , 6 0 1 , 0 0 0 0 . 0 0

0 . 0 0

0 . 0 0

6 9 . 6 8

予 算 額  ( A )

1 0 0 . 0 3

％

5 2 . 7 8

決 算 額  ( B )区 　 　 分

資 本 的 収 入

6 2 . 3 4

備 　 　 考

0 . 0 0

執 行 率
(Ｂ )／ (Ａ )
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支  出 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本的支出決算額は 1,043,486,010円で、168,296,990円の不用額を生じており、執行率は 56.54％となっている。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額は損益勘定留保資金で補てんしている。 

 

３ 経営成績（損益計算書） 

当年度の経営成績は別表１のとおりで、その内容は次のとおりである。 

当年度純利益は 650,431,275円となっており、前年度に比べて 97,566,999円（17.65％）増加している。 

 

 (1) 営業利益 

   営業収益 1,439,067,041円に対し、営業費用は 837,014,332円で、差引き 602,052,709円の営業利益を生じており、前年度に比べて 

58,817,159円（10.83％）増加している。 

   営業収益は、前年度に比べて 7,799,364円（0.54％）増加している。これは主として給水収益が増加したことによるものである。 

   営業費用は、前年度に比べて 51,017,795円（5.75％）減少している。これは主としてえん堤管理費分担金が減少したことによるも

のである。 

 

 

 

 

円 円 円 円

1,845,445,000 1,043,486,010 633,662,000 168,296,990

給 水 設 備 費 1,199,988,000 398,032,541 633,662,000 168,293,459

企 業 債 償 還 金 641,752,000 641,751,439 0 561

附 帯 事 業 費 3,704,000 3,702,030 0 1,970

国 庫 補 助 金 返 還 金 1,000 0 0 1,000

執行率
(Ｂ)／(Ａ)

区　　分

資 本 的 支 出

不用額翌年度繰越額予算額 (Ａ) 決算額 (Ｂ)

100.00

0.00

備　　考

％

56.54

33.17

99.95
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 (2) 経常利益 

   営業利益に営業外収益 115,250,791円、附帯事業収益 29,016,952円を加え、営業外費用 87,868,277円、附帯事業費用 8,020,900円

を差し引いた経常利益は 650,431,275円で、前年度に比べて 97,566,999円（17.65％）増加している。 

   営業外収益は、前年度に比べて 24,441,684円（26.92％）増加している。これは主として雑収益が増加したことによるものである。 

   営業外費用は、前年度に比べて 14,308,156円（14.00％）減少している。これは主として支払利息が減少したことによるものである。 

   附帯事業収益は、前年度に比べて 5,500,400円（23.39％）増加している。これは主として市町交付金相当額が増加したことによる

ものである。 

附帯事業費用は、前年度に比べて 5,500,400円（218.23％）増加している。これは市町交付金が増加したことによるものである。 

 

 (3) 当年度純利益 

   当年度純利益は 650,431,275円となっており、前年度に比べて 97,566,999円（17.65％）増加している。 

 

４ 剰余金の状況 

 当年度における剰余金の増減については、次のとおりである。 

 

 (1) 資本剰余金 

ア 国庫補助金 

    前年度末残高 254,140,284円と同額である。 

  イ その他資本剰余金 

前年度末残高 76,666,321円と同額である。 

 

(2) 未処理欠損金 

前年度繰越欠損金 11,159,817,695円に当年度純利益 650,431,275円を加えた当年度末の未処理欠損金残高は 10,509,386,420円とな

っている。 
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５ 財政状態（貸借対照表） 

   当年度末における財政状態は別表２のとおりで、その内容は次のとおりである。 

資産は 18,547,111,459円となっており、前年度に比べて 262,870,657円（1.44％）増加している。 

  負債は 24,934,238,833円、資本は △6,387,127,374円となっており、前年度に比べて負債は 387,560,618円（1.53％）減少し、資本

は 650,431,275円（9.24％）増加している。 

 

 (1) 資  産 

  ア 固定資産は 12,490,525,254円で、資産合計に対する構成比率は 67.34％となっており、前年度に比べて 68,385,003円（0.54％）

減少している。これは主として無形固定資産が減少したことによるものである。 

  イ 造成土地は 662,781,979円で、資産合計に対する構成比率は 3.57％となっており、前年度と同額である。 

  ウ 流動資産は 5,393,804,226円で、資産合計に対する構成比率は 29.08％となっており、前年度に比べて 331,255,660円（6.54％）

増加している。これは、主として現金預金が増加したことによるものである。 

    なお、未収金は 136,983,544円となっており、納期未到来分である。 

 

 (2) 負  債 

  ア 固定負債は 21,937,023,775円で、負債資本合計に対する構成比率は 118.28％となっており、前年度に比べて 476,905,589円

（2.13％）減少している。これは建設改良費等の財源に充てるための長期借入金が増加した一方で、主として建設改良費等の財源に

充てるための企業債が減少したことによるものである。 

  イ 流動負債は 914,982,902円で、負債資本合計に対する構成比率は 4.93％となっており、前年度に比べて 156,796,308円

（20.68％）増加している。これは主として企業債が減少した一方で、主として未払金が増加したことによるものである。 

ウ 繰延収益は 2,082,232,156円で、負債資本合計に対する構成比率は 11.23％となっており、前年度に比べて 67,451,337円

（3.14％）減少している。 

 

 (3) 資  本 

  ア 資本金は 3,791,452,441円で、負債資本合計に対する構成比率は 20.44％となっており、前年度と同額である。 

イ 剰余金の内訳は、資本剰余金 330,806,605円、欠損金 △10,509,386,420円となっている。 
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６ キャッシュ・フロー（キャッシュ・フロー計算書） 

当年度におけるキャッシュ・フローは別表３のとおりで、その内容は次のとおりである。 

業務活動によるキャッシュ・フローは 916,790,570円、投資活動によるキャッシュ・フローは △100,805,446円、財務活動による 

キャッシュ・フローは △465,955,469円となっている。資金期末残高は 5,094,219,983円となっており、前年度に比べて 350,029,655

円（7.38％）増加している。 
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